
 

 

事 務 連 絡 

平成27年1月15日 

各 都道府県・指定都市・中核市 

子ども・子育て支援新制度 担当部局担当課 御中 

 

内閣府子ども・子育て支援新制度施行準備室 

文部科学省初等中等教育局幼児教育課 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課 

 

平成２７年度予算編成における子ども・子育て支援新制度関連予算について 

 

平素より子ども・子育て支援施策の推進、子ども・子育て支援新制度（以下「新制度」

という。）の施行準備に御尽力いただき、誠にありがとうございます。 

平成27年度予算編成については、平成26年12月25日付け及び平成27年１月13日

付けの事務連絡において、その時点で国として提供可能な情報を整理し、お示ししたと

ころですが、１月14日、政府予算案が閣議決定されましたので、改めてその趣旨や概要

について御説明するとともに、別添資料１～３のとおり、現時点で提供可能な情報を整

理し、お示しします。 

平成27年度においては、平成26年４月の消費税率８％への引上げに伴い、国・地方

合わせて８兆円程度の増収を見込んでおり、うち1.35兆円程度を社会保障の充実に、そ

のうち約5,100億円程度を子ども・子育て支援の充実に活用することを予定しています。 

この約5,100億円程度は、平成27年度における各市町村の事業計画に基づく量の拡充

に対応するとともに、昨年 5 月末にお示しした公定価格の仮単価の前提とした「0.7 兆

円の範囲で実施する事項」の質の改善をすべて実施するための所要額（公立施設に係る

ものも含む。）として措置したものです。なお、このうち地方負担分に必要となる財源に

ついては、地方消費税等の増収分も含め、総務省において適切に地方財政措置を講じる

方針であることを確認しています。 

各都道府県・市町村におかれても、このような国の予算措置の考え方等を踏まえ、各

市町村の事業計画に基づく量の拡充や、質の改善に必要となる予算を確保し、新制度に

基づく量と質の充実に努めていただくようお願いいたします。 

また、新制度における利用者負担は、国が定める基準を限度として、実施主体である

市町村が定めることとなっています。国が定める基準は、平成26年7月31日に開催さ

れた第17回子ども・子育て会議の資料２（http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/ 

kodomo_kosodate/k_17/pdf/s2.pdf）でお示しした内容を基本としつつ、平成27年度政府予算

案において、幼児教育無償化に向けた取組（低所得世帯へ支援）として、１号認定子ど

もの市町村民税非課税世帯の軽減（9,100円→3,000円）を図ることを受け、別添資料２

のとおりとなりました。各市町村、とりわけ、まだ具体的な利用者負担額を示していな



 

 

い市町村におかれては、利用者や施設・事業者への周知など、速やかにご対応いただく

ようお願いいたします。 

今回までにお示ししたこと以外の各事業の詳細についても、内容が固まり次第、速や

かに情報提供させていただきます。 

なお、各都道府県におかれましては、管内市町村への速やかな情報提供につき、ご配

慮いただきますよう、よろしくお願いします。 



１号認定
文部科学省　初等中等教育局
幼児教育課　幼保一体化PT

渡邉、今井、
桑代

代：03-5253-4111（内線3139）
直：03-6734-2712

２号認定・３号認定
厚生労働省　雇用均等・児童家庭局
保育課　幼保連携推進室
認定こども園運営費係

加藤、安本、
髙田

代：03-5253-1111（内線7962）
直：03-3595-2542

１号認定
文部科学省　初等中等教育局
幼児教育課　幼保一体化PT

渡邉、今井、
桑代

代：03-5253-4111（内線3139）
直：03-6734-2712

２号認定・３号認定
厚生労働省　雇用均等・児童家庭局
保育課　幼保連携推進室
認定こども園運営費係

加藤、安本、
髙田

代：03-5253-1111（内線7962）
直：03-3595-2542

【別添資料３】地域子ども・子育て支援事業について

内閣府政策統括官（共生社会政策担当）
子ども・子育て支援新制度施行準備室

石崎
代：03-5253-2111（内線38353）
直：03-6257-1697

（母子保健型以外）
厚生労働省　雇用均等・児童家庭局
総務課　少子化対策企画室
子育て支援係

長谷川、門間
代：03-5253-1111（内線7951）
直：03-3595-2493

（母子保健型）
厚生労働省　雇用均等・児童家庭局
母子保健課　母子保健係

後藤、大野
代：03-5253-1111　（内線7938）
直：03-3595-2544

厚生労働省　雇用均等・児童家庭局
保育課　地域保育係

宮澤、森戸、
山下

代：03-5253-1111（内線7928）
直：03-3595-2542

厚生労働省　雇用均等・児童家庭局
保育課　幼保連携推進室
認定こども園運営費係

加藤、安本、
髙田

代：03-5253-1111（内線7962）
直：03-3595-2542

（巡回支援）
厚生労働省　雇用均等・児童家庭局
保育課　予算係

國松、星田
代：03-5253-1111（内線7927）
直：03-3595-2542

（特別支援）
文部科学省　初等中等教育局
幼児教育課

岡本、渡邉
代：03-5253-4111（内線2373）
直：03-6734-2373

厚生労働省　雇用均等・児童家庭局
育成環境課　健全育成係

市川、塚本、
橋爪

代：03-5253-1111（内線7909）
直：03-3595-2505

厚生労働省　雇用均等・児童家庭局
家庭福祉課　母子家庭等自立支援室
母子係

保積、田中
代：03-5253-1111（内線7892）
直：03-3595-3112

厚生労働省　雇用均等・児童家庭局
総務課　少子化対策企画室
子育て支援係

長谷川、門間
代：03-5253-1111（内線7951）
直：03-3595-2493

（幼稚園型以外）
厚生労働省　雇用均等・児童家庭局
保育課　地域保育係

宮澤、森戸、
山下

代：03-5253-1111（内線7928）
直：03-3595-2542

（幼稚園型）
文部科学省　初等中等教育局
幼児教育課　幼保一体化PT

渡邉、今井、
桑代

代：03-5253-4111（内線3139）
直：03-6734-2712

厚生労働省　雇用均等・児童家庭局
保育課　地域保育係

宮澤、森戸、
山下

代：03-5253-1111（内線7928）
直：03-3595-2542

厚生労働省　雇用均等・児童家庭局
職業家庭両立課　勤労者家族係

半田、松岡
代：03-5253-1111 （内線7858）
直：03-3595-3274

厚生労働省　雇用均等・児童家庭局
母子保健課　母子保健係

後藤、大野
代：03-5253-1111　（内線7938）
直：03-3595-2544

厚生労働省　雇用均等・児童家庭局
総務課　虐待防止対策室　調整係

山口、阿部
代：03-5253-1111（内線7800）
直：03-3595-2166

地域子ども・子育て支援事業　全般

延長保育事業

実費徴収に係る補足給付を行う事業

放課後児童健全育成事業

利用者支援事業

子育て短期支援事業

乳児家庭全戸訪問事業

養育支援訪問事業

照会先担当者

担当者・照会先一覧

担当課・係

多様な主体の参入促進事業

事　　項

【別添資料１】
施設型給付等の公定価格の取扱
いについて

【別添資料２】
平成27年度における特定教育・保
育施設等の利用者負担（月額）

病児保育事業

妊婦健康診査

一時預かり事業

子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業

地域子育て支援拠点事業

子育て援助活動支援事業
（ファミリー・サポート・センター事業）
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（参考） 
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